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北 海 道 恵 庭 市 

第３回定例会議案 



 
 
 
 
 



報告第１号 

 

   専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会の議決により

指定された事項について次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

  令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 訴訟の相手方 

  （住所）                

  （氏名）         

２ 支払を求める額 

  学校給食費     ９３，８５８円 

  申立手続費用     ７，２５６円 

３ 出訴の要旨 

  市は、債務者      との黙示の契約に基づき、                 

   に対して学校給食を提供し、学校給食費債権が発生した。 

債務者は学校給食費の支払いを怠り、その合計は９３，８５８円となったが、市からの再

三にわたる催告を受けても支払に応じないことから、市が札幌簡易裁判所に支払督促を申し

立てたところ、債務者から異議の申立てがあり、通常訴訟へ移行することとなった。よって、

学校給食費の請求を求める訴えを提起しようとするものである。 

４ 訴訟に関する取扱い 
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  (1) 恵庭市職員を指定代理人に定める。 

  (2) 控訴、上告、和解等この訴訟に関するすべての事項の実施については、市長に一任す

る。 

５ 専決処分年月日 

  令和４年７月１２日 
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報告第２号 

 

令和４年度恵庭市健全化判断比率（令和３年度決算）について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定

により、監査委員の審査意見を付し、健全化判断比率を次のとおり報告する。 

 

（単位：％） 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

令 和 ４ 年 度 

(令和３年度決算) 

－ － ５．２ １２．３ 

早期健全化基準 １２．７１ １７．７１ ２５．０ ３５０．０ 

財 政 再 生 基 準 ２０．００ ３０．００ ３５．０  

 

令和４年９月１３日提出 

 

                                恵庭市長 原 田   裕         
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報告第３号 

 

令和４年度恵庭市公営企業の資金不足比率（令和３年度決算）について 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規

定により、監査委員の審査意見を付し、資金不足比率を次のとおり報告する。 

 

１． 恵庭市水道事業会計 

（単位：％） 

 資金不足比率 

令 和 ４ 年 度 

( 令 和 ３ 年 度決算 ) 
－ 

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００ 

 

２． 恵庭市下水道事業会計 

（単位：％） 

 資金不足比率 

令 和 ４ 年 度 

( 令 和 ３ 年 度決算 ) 
－ 

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００ 

 

令和４年９月１３日提出 

 

                             恵庭市長 原 田   裕        
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議案第１号 

 

   恵庭市功労者の表彰について 

  

 恵庭市功労者等表彰条例（昭和５５年条例第１７号）第５条の規定により、恵庭市功労者と

して次のとおり表彰したいので同意を求める。 

 

  令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

〔氏  名〕  池 永 允 子 

〔住  所〕                  

〔生年月日〕              

 

〔氏  名〕  道 下 淳 一 

〔住  所〕                  

〔生年月日〕              

 

〔氏  名〕  長谷川 秀 壽 

〔住  所〕                  

〔生年月日〕              
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〔氏  名〕  菅 原 裕 子 

〔住  所〕                  

〔生年月日〕              
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功　労　者　被　表　彰　者　名　簿　

氏　　　　　　名 生年月日
住　　　　　　所 年　　　齢

池　永　允　子

道　下　淳　一

長谷川　秀　壽

菅　原　裕　子
[教育文化]
　スポーツ推進委員として２６年に亘り従事され、教
育文化の振興と発展に功労されました。

[地方自治]
　固定資産評価審査委員会委員として１５年、情報
公開・個人情報保護審査会委員として８年１か月
（換算年数１年１か月）に亘り従事され、地方自治
の振興と発展に功労されました。

[基準日]令和４年１１月１日

主　　　な　　　事　　　績

[住民生活推進]
  花いっぱい文化協会役員として２５年６か月に亘
り従事され、住民生活推進の振興と発展に功労さ
れました。

[地方自治]
 消防団の団員及び団長として３７年に亘り従事さ
れ、地方自治の振興と発展に功労されました。
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議案第２号 

 

恵庭市教育委員会委員の任命の同意について 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項

の規定により、恵庭市教育委員会委員を次のとおり任命したいので同意を求める。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

〔氏  名〕  福 屋 栄 人 

〔住 所〕                  

〔生年月日〕              
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教育委員会委員の任命 

 

退任となる委員 

氏  名 福 屋 栄 人 生年月日                   

住  所                 

任  期 自 平成３０年１２月１３日 ～ 至 令和４年９月３０日 

退任事由  任期満了 

 

任命する委員（再任） 

氏  名 福 屋 栄 人 生年月日                   

住  所                 

任  期 自 令和４年１０月１日 ～ 至 令和８年９月３０日 

最終学歴                  

 

＜公職歴＞ 

平成２６年１２月 ～ 現在        教育委員会委員 

 

 

根 拠 法 令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項 

委 員 数 ４人 

任 期 ４年（ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。） 

資 格 要 件 

委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔

で、教育、学術及び文化に関し識見を有するもののうちから、地方公共

団体の長が、議会の同意を得て、任命する。 

禁止事項等 

委員の任命については、そのうち委員の定数に１を加えた数の２分の

１以上の者が同一の政党に所属することとなってはならない。 

委員は、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に執行

機関として置かれる委員会の委員若しくは委員又は地方公共団体の常

勤の職員若しくは地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占める職員と兼ねることができない。 
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議案第３号 

 

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定に

ついて 

 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のとおり

制定することについて議決を求める。 

 

  令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 

 

記 

 

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の施行に

伴う関係条例の整備に関し、必要な事項を定める。 

（恵庭市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 恵庭市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

現行 改正案 

第 1 条～第 3 条 (略) 

 

(給料表) 

第 4 条 (略) 

2・3 (略) 

4 法第 28 条の 4 第 1 項、第 28 条の 5 第 1 項

又は第 28 条の 6 第 1 項若しくは第 2 項の規

第 1 条～第 3 条 (略) 

 

(給料表) 

第 4 条 (略) 

2・3 (略) 
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現行 改正案 

定により採用された職員(以下「再任用職員」

という。)の給料月額は、別表第 1 の再任用職

員の項に掲げる額とする。 

 

第 4 条の 2 法第 28 条の 5 第 1 項又は第 28 条

の 6 第 2 項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員(以下「再任用短時間勤務職員」とい

う。)の給料月額は、前条第 4 項の規定にかか

わらず、同項の規定による給料月額に、恵庭

市職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成

6 年条例第 20 号。以下「勤務時間等に関する

条例」という。)第 2 条第 3 項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第 1 項に規

定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

 

 

第 4 条の 3～第 9 条の 2 (略)  

 

 (通勤手当) 

第 9 条の 3 (略) 

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) (略) 

(2) 前項第 2 号に掲げる職員 次に掲げる職

員の区分に応じ、支給単位期間につき、そ

れぞれ次に定める額(再任用短時間勤務職員 

   のうち、支給単位期間当たりの通勤

回数を考慮して規則で定める職員にあって

は、その額から、その額に規則で定める割

合を乗じて得た額を減じた額) 

ア～ス (略) 

(3) (略) 

3～6 (略) 

 

第 9 条の 4～第 11 条 (略) 

 

 

 

 

第 4 条の 2 法第 22 条の 4 第 1 項の規定により

採用された職員(以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。)の給料月額は、その者に適

用される給料表の定年前再任用短時間勤務職

員の欄に掲げる基準給料月額のうち、その者

の属する職務の級に応じた額に、恵庭市職員

の勤務時間、休暇等に関する条例(平成 6 年条

例第20号。以下「勤務時間等に関する条例」

という。)第 2 条第 3 項の規定により定められ

た当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時

間を同条第 1 項に規定する勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とする。 

 

第 4 条の 3～第 9 条の 2 (略)  

 

 (通勤手当) 

第 9 条の 3 (略) 

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) (略) 

(2) 前項第 2 号に掲げる職員 次に掲げる職

員の区分に応じ、支給単位期間につき、そ

れぞれ次に定める額(定年前再任用短時間勤

務職員のうち、支給単位期間当たりの通勤

回数を考慮して規則で定める職員にあって

は、その額から、その額に規則で定める割

合を乗じて得た額を減じた額) 

ア～ス (略) 

(3) (略) 

3～6 (略) 

 

第 9 条の 4～第 11 条 (略) 
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現行 改正案 

 

 (時間外手当) 

第 12 条 (略)  

2 (略) 

3 再任用短時間勤務職員   又は育児短時

間勤務職員等が、正規の勤務時間が割り振ら

れた日において、正規の勤務時間外にした勤

務のうち、その勤務の時間とその勤務をした

日における正規の勤務時間との合計が規則で

定める時間に達するまでの間の勤務に対する

第 1 項の規定の適用については、同項中「正

規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分

に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100 分の

150 までの範囲内で規則で定める割合」とあ

るのは「100 分の 100」とする。 

4 再任用短時間勤務職員   又は育児短時

間勤務職員等が、勤務時間等に関する条例第

5 条の規定により、割振り変更前の勤務時間

を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と

割振り変更前の正規の勤務時間との合計が規

則で定める時間に達するまでの間の勤務につ

いては、第 2 項の規定にかかわらず、時間外

勤務手当を支給しない。 

5～7 (略) 

 

第 13 条～第 16 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 17 条 (略) 

2 (略) 

3 再任用職員        に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の

120」とあるのは「100 分の 67.5」とする。 

4・5 (略) 

 

第 17 条の 2・第 17 条の 3 (略) 

 

 (時間外手当) 

第 12 条 (略) 

2 (略) 

3 定年前再任用短時間勤務職員又は育児短時

間勤務職員等が、正規の勤務時間が割り振ら

れた日において、正規の勤務時間外にした勤

務のうち、その勤務の時間とその勤務をした

日における正規の勤務時間との合計が規則で

定める時間に達するまでの間の勤務に対する

第 1 項の規定の適用については、同項中「正

規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分

に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100 分の

150 までの範囲内で規則で定める割合」とあ

るのは「100 分の 100」とする。 

4 定年前再任用短時間勤務職員又は育児短時

間勤務職員等が、勤務時間等に関する条例第

5 条の規定により、割振り変更前の勤務時間

を超えてした勤務のうち、その勤務の時間と

割振り変更前の正規の勤務時間との合計が規

則で定める時間に達するまでの間の勤務につ

いては、第 2 項の規定にかかわらず、時間外

勤務手当を支給しない。 

5～7 (略) 

 

第 13 条～第 16 条 (略) 

 

(期末手当) 

第 17 条 (略) 

2 (略) 

3 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100 分の

120」とあるのは「100 分の 67.5」とする。 

4・5 (略) 

 

第 17 条の 2・第 17 条の 3 (略) 
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現行 改正案 

 

第 17 条の 4 (略) 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長

が別に定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の区

分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める

額を超えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち再任用職員       

   以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。次項及び附

則第 6項第 4号において同じ。)において受

けるべき扶養手当の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額を加算した額に

100 分の 95 を乗じて得た額の総額 

 (2) 前項の職員のうち再任用職員       

       当該再任用職員          

の勤勉手当基礎額に 100 分の 45 を乗じて

得た額の総額 

3～5 (略) 

 

第 18 条～第 20 条 (略) 

 

(特定の職員についての適用除外) 

第 20 条の 2 (略) 

2 第 8 条、第 9 条の 2、第 9 条の 4、第 9 条の

5 及び第 18 条の規定は、再任用職員       

    には適用しない。  

 

第 21 条・第 22 条 (略) 

 

別表第1(第4条関係) 

職 員

の 区

号

俸

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

給料給料給料給料給料給料給 料

 

第 17 条の 4 (略) 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、市長

が別に定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において、支給する勤勉手当の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の区

分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める

額を超えてはならない。 

 (1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤

務職員以外の職員 当該職員の勤勉手当基

礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在

(退職し、又は死亡した職員にあっては、 

退職し、又は死亡した日現在。次項及び附

則第 6 項第 4 号において同じ。)において受

けるべき扶養手当の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額を加算した額に

100 分の 95 を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤

務職員 当該定年前再任用短時間勤務職員

の勤勉手当基礎額に 100 分の 45 を乗じて

得た額の総額 

3～5 (略) 

 

第 18 条～第 20 条 (略) 

 

(特定の職員についての適用除外) 

第 20 条の 2 (略) 

2 第 8 条、第 9 条の 2、第 9 条の 4、第 9 条の

5 及び第 18 条の規定は、定年前再任用短時間

勤務職員には適用しない。 

 

第 21 条・第 22 条 (略) 

 

別表第1(第4条関係) 

職 員

の 区

号

俸

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

給料 給料給料給料給料給料 給 料
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現行 改正案 

分 ＼

級 

月額 月額 月額 月額 月額 月額 月額 

再任

用職

員以

外の

職員 

   

   

   

   

(略) 

再任

用職

員  

   

   

   

  

(略) 

 

別表第2(第4条関係) 

等級別基準職務表 

区分 職務

の級 

標準的な職務 

再 任 用 職

員 以 外 の

職員   

     

   

(略) 

再 任 用 職

員    

     

  

(略) 

 

分 ＼

級 

月額 月額 月額 月額 月額 月額 月額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

(略) 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

(略) 

 

別表第2(第4条関係) 

等級別基準職務表 

区分 職務

の級 

標準的な職務 

定 年 前 再

任 用 短 時

間 勤 務 職

員 以 外 の

職員 

(略) 

定 年 前 再

任 用 短 時

間 勤 務 職

員 

(略) 

 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第３条 恵庭市職員の分限に関する条例（昭和３２年条例第５号）の一部を次のように改正す
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る。 

 現行 改正案 

第 1 条・第 1 条の 2 (略) 

 

(降給の種類) 

第 1 条の 3 降給の種類は、降格(職員の意に反

して、当該職員の職務の級を同一の給料表(恵

庭市職員の給与に関する条例(昭和 31 年条例

第 8 号)第 4 条の給料表をいう。)の下位の職

務の級に変更することをいう。以下同じ。)及

び降号(職員の意に反して、当該職員の号俸を

同一の職務の級の下位の号俸に変更すること

をいう。以下同じ。)             

                      

                      

                      

                      

                   とす

る。 

 

(降格の事由) 

第 1 条の 4 任命権者は、職員が降任された    

                       

                       

     場合のほか、次の各号のいずれか

に掲げる事由に該当する場合において、必要

があると認めるときは、当該職員を降格する

ことができる。 

(1)・(2) (略) 

 

第 1 条の 5～第 7 条 (略) 

第 1 条・第 1 条の 2 (略) 

 

(降給の種類) 

第 1 条の 3 降給の種類は、降格(職員の意に反

して、当該職員の職務の級を同一の給料表(恵

庭市職員の給与に関する条例(昭和 31 年条例

第 8 号)第 4 条の給料表をいう。)の下位の職

務の級に変更することをいう。以下同じ。)及

び降号(職員の意に反して、当該職員の号俸を

同一の職務の級の下位の号俸に変更すること

をいう。以下同じ。)並びに地方公務員法第

28 条の 2 第 1 項に規定する降給(同項本文の

規定による他の職への転任により現に属する

職務の級より同一の給料表の下位の職務の級

に分類されている職務を遂行することとなっ

た場合において、降格することをいう。)とす

る。 

 

(降格の事由) 

第 1 条の 4 任命権者は、職員が降任により現

に属する職務の級より同一の給料表の下位の

職務の級に分類されている職務を遂行するこ

ととなった場合のほか、次の各号のいずれか

に掲げる事由に該当し、       必要

があると認める場合は、当該職員を降格する

ことができる。 

(1)・(2) (略) 

 

第 1 条の 5～第 7 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （恵庭市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第４条 恵庭市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和３２年条例第６号）の一部を次

のように改正する。   
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現行 改正案 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

(減給の効果) 

第 3 条 減給は、1 日以上 6 月以下、給料    

            の額(法第 22 条の 2

第 1 項第 1 号に掲げる職員にあっては、報酬

の額(恵庭市職員の給与に関する条例(昭和 31

年条例第 8 号)第 9 条の 3 に規定する通勤手当

に相当する通勤に係る費用の額、同条例第 10

条に規定する特殊勤務手当に相当する額、同

条例第 12 条に規定する時間外勤務手当に相

当する額及び同条例第 13 条に規定する休日

勤務手当に相当する額を除く。))の 10 分の 1

以下の額を減ずるものとする。 

 

 

 

 

第 4 条・第 5 条 (略) 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

(減給の効果) 

第 3 条 減給は、1 日以上 6 月以下の期間、そ

の発令の日に受ける給料の額(法第 22 条の 2

第 1 項第 1 号に掲げる職員にあっては、報酬

の額(恵庭市職員の給与に関する条例(昭和 31

年条例第 8 号)第 9 条の 3 に規定する通勤手当

に相当する通勤に係る費用の額、同条例第 10

条に規定する特殊勤務手当に相当する額、同

条例第 12 条に規定する時間外勤務手当に相

当する額及び同条例第 13 条に規定する休日

勤務手当に相当する額を除く。))の 10 分の 1

以下の額を減ずるものとする。この場合にお

いて、その減ずる額が現に受ける給料の額の

10 分の 1 に相当する額を超えるときは、当該

額を減ずるものとする。 

 

第 4 条・第 5 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第５条 恵庭市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第１６号）の一

部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条 (略） 

 

(給与の種類) 

第 2 条 企業職員で常時勤務を要するもの及び

地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 28

条の 5 第 1 項若しくは第 28 条の 6 第 2 項又

は地方公務員の育児休業等に関する法律(平成

3 年法律第 110 号)第 18 条第 1 項に規定する

短時間勤務の職を占めるもの(以下「職員」と

いう。)の給与の種類は、給料及び手当とす

第 1 条 (略） 

 

(給与の種類) 

第 2 条 企業職員で常時勤務を要するもの及び

地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第 22

条の 4 第 1 項             又

は地方公務員の育児休業等に関する法律(平成

3 年法律第 110 号)第 18 条第 1 項に規定する

短時間勤務の職を占めるもの(以下「職員」と

いう。)の給与の種類は、給料及び手当とす

21



現行 改正案 

る。 

2 (略) 

 

第 3 条～第 13 条の 4 (略) 

 

(再任用職員等        についての

適用除外) 

第 14 条 第 4 条、第 4条の 2、第 4 条の 4及び

第 10 条の規定は、地方公務員法第 28 条の 4

第 1 項、第 28 条の 5 第 1 項若しくは第 28 条

の 6 第 1 項若しくは第 2 項又は地方公務員の

育児休業等に関する法律第 18 条第 1 項の規

定により採用された職員には適用しない。 

 

第 15 条 (略) 

る。 

2 (略) 

 

第 3 条～第 13 条の 4 (略) 

 

(定年前再任用短時間勤務職員等についての

適用除外) 

第 14 条 第 4 条、第 4 条の 2、第 4 条の 4 及び

第 10 条の規定は、地方公務員法第 22 条の 4

第 1 項                   

             又は地方公務員の

育児休業等に関する法律第 18 条第 1 項の規

定により採用された職員には適用しない。 

 

第 15 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市職員定数条例の一部改正） 

第６条 恵庭市職員定数条例（昭和４５年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

(定義) 

第 1 条 この条例で職員とは、市長、議会、選

挙管理委員会、監査委員、農業委員会、教育

委員会及び教育委員会の所管に属する学校並

びにその他の教育機関、公営企業及び消防本

部(署)の事務部局に常時勤務する一般職の職

員(地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第

28 条の 5 第 1 項又は第 28 条の 6 第 2 項に規

定する短時間勤務の職を占める職員及び同法

第 22 条の 2 第 1 項に規定する会計年度任用

職員を除く。)をいう。 

 

第 2 条～第 4 条 (略) 

(定義) 

第 1 条 この条例で職員とは、市長、議会、選

挙管理委員会、監査委員、農業委員会、教育

委員会及び教育委員会の所管に属する学校並

びにその他の教育機関、公営企業及び消防本

部(署)の事務部局に常時勤務する一般職の職

員(地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号)第

22条の 4第 1項           に規

定する短時間勤務の職を占める職員及び同法

第 22 条の 2 第 1 項に規定する会計年度任用

職員を除く。)をいう。 

 

第 2 条～第 4 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（職員の定年等に関する条例の一部改正） 
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第７条 職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方公務員法(昭和 25 年

法律第 261 号)第 28 条の 2 第 1 項から第 3 項

まで及び第 28 条の 3             

                       

                   の規定に

基づき、職員の定年等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

 

第 2 条 (略) 

 

(定年) 

第 3条 職員の定年は、年齢 60年とする。ただ

し、医療業務に従事する医師は、年齢65年と

する。 

 

(定年による退職の特例) 

第 4 条 任命権者は、定年に達した職員が第 2

条の規定により退職すべきこととなる場合に

おいて、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、その職員            

  にかかる定年退職日の翌日から起算して

1 年を超えない範囲内で期限を定め、その職

員を当該               職

務に従事させるため引き続いて勤務させるこ

目次 

第 1 章 総則(第 1 条) 

第 2 章 定年制度(第 2 条―第 5 条) 

第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制(第 6 条―

第 11 条) 

第 4 章 定年前再任用短時間勤務制(第 12 条) 

第 5 章 雑則(第 13 条) 

附則 

第 1 章  総則 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方公務員法(昭和 25 年

法律第 261 号。以下「法」という。)第 22 条

の 4第 1項及び第 2 項、第 22 条の 5第 1項、

第 28 条の 2、第 28 条の 5、第 28 条の 6 第 1

項から第 3項まで並びに第 28条の 7の規定に

基づき、職員の定年等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

第 2 章 定年制度 

第 2 条 (略) 

 

(定年) 

第 3 条 職員の定年は、年齢 65 年とする。 

  

   

 

(定年による退職の特例) 

第 4 条 任命権者は、定年に達した職員が第 2

条の規定により退職すべきこととなる場合に

おいて、次に掲げる事由がある    と認

めるときは、同条の規定にかかわらず、当該

職員にかかる定年退職日の翌日から起算して

1 年を超えない範囲内で期限を定め、当該職

員を当該定年退職日において従事している職

務に従事させるため、引き続き勤務させるこ
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現行 改正案 

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を

必要とするものであるため、その職員の退

職により                 

    公務の運営に著しい支障が生ずる

とき。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条

件に特殊性があるため、その職員の退職に

よる欠員を容易に補充することができない

とき                          。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業務

の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

るため、その職員の退職により公務の運営

に著しい支障が生ずるとき。 

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

により延長された期限が到来する場合におい

て、前項の     事由が引き続き存する

と認めるときは、市長の承認を得て、     

   1 年を超えない範囲内で期限を延長す

ることができる。ただし、その期限は、その

職員に係る定年退職日            

                                   

とができる。ただし、第 9 条第 1 項から第 4

項までの規定により異動期間（同条第 1 項に

規定する異動期間をいう。以下この項及び次

項において同じ。）（同条第 1 項又は第 2 項の

規定により延長された異動期間を含む。）を

延長した職員であって、定年退職日において

管理監督職（第 6 条に規定する職をいう。以

下この条及び次章において同じ。）を占めて

いる職員については、第 9 条第 1 項又は第 2

項の規定により当該異動期間を延長した場合

であって、引き続き勤務させることについて

市長の承認を得たときに限るものとし、当該

期限は、当該職員が占めている管理監督職に

係る異動期間の末日の翌日から起算して 3 年

を超えることができない。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を

必要とするものであるため、当該職員の退

職により生ずる欠員を容易に補充すること

ができず公務の運営に著しい支障が生ずる

こと。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条

件に特殊性があるため、当該職員の退職に

よる欠員を容易に補充することができず公

務の運営に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務

の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

るため、当該職員の退職により公務の運営

に著しい支障が生ずること。 

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

により延長された期限が到来する場合におい

て、前項各号に掲げる事由が引き続きある   

と認めるときは、これらの期限の翌日から起

算して 1 年を超えない範囲内で期限を延長す

ることができる。ただし、当該期限は、当該

職員に係る定年退職日(同項ただし書に規定す

る職員にあっては、当該職員が占めている管
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現行 改正案 

              の翌日から起

算して 3 年を超えることができない。 

3 任命権者は、第1項の規定により職員を引き

続いて勤務させる場合又は前項の規定により

期限を延長する場合には、当該職員の同意を

得なければならない。 

4 任命権者は、               

                       

                 第 1 項

の期限又は第 2 項の規定により延長された期

限が到来する前に第 1 項の事由が存しなくな

った   と認めるときは、当該職員の同意

を得て、期日を定めてその期限を繰り上げて

退職させることができる。 

5 (略) 

 

第 5 条 (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理監督職に係る異動期間の末日)の翌日から起

算して 3 年を超えることができない。 

3 任命権者は、第1項の規定により職員を引き

続き 勤務させる場合又は前項の規定により

期限を延長する場合には、当該職員の同意を

得なければならない。 

4 任命権者は、第1項の規定により引き続き勤

務することとされた職員及び第 2 項の規定に

より期限が延長された職員について、第 1 項

の期限又は第 2 項の規定により延長された期

限が到来する前に第 1 項各号に掲げる事由が

なくなったと認めるときは、当該職員の同意

を得て、期日を定めて当該期限を繰り上げる

ものとする      。 

5 (略) 

 

第 5 条 (略) 

 

第 3 章 管理監督職勤務上限年齢制 

(管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理

監督職) 

第 6 条 法第 28 条の 2 第 1 項に規定する条例

で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 恵庭市職員の給与に関する条例(昭和 31

年条例第 8 号)第 14 条の 2 に規定する職 

(2) 恵庭市企業職員の給与の種類及び基準に

関する条例(昭和 42 年条例第 16 号)第 3 条

の 2 に規定する職 

 

(管理監督職勤務上限年齢) 

第 7 条 法第 28 条の 2 第 1 項に規定する管理

監督職勤務上限年齢は、年齢 60 年とする。 

 

(他の職への降任等を行うに当たって遵守すべ

き基準) 

第 8 条 任命権者は、法第 28 条の 2 第 4 項に
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規定する他の職への降任等(以下この章におい

て「他の職への降任等」という。)を行うに当

たっては、法第 13 条、第 15 条、第 23 条の

3、第 27 条第 1 項及び第 56 条に定めるもの

のほか、次に掲げる基準を遵守しなければな

らない。 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状

況及び職務経験等に基づき、降任又は転任

(降給を伴う転任に限る。)(以下この条及び

第 10 条において「降任等」という。)をし

ようとする職の属する職制上の段階の標準

的な職に係る法第 15 条の 2 第 1 項第 5 号

に規定する標準職務遂行能力(次条第 3 項に

おいて「標準職務遂行能力」という。)及び

当該降任等をしようとする職についての適

性を有すると認められる職に、降任等をす

ること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上

で、管理監督職以外の職又は管理監督職勤

務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理

監督職のうちできる限り上位の職制上の段

階に属する職に、降任等をすること。 

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際

に、当該職員が占めていた管理監督職が属

する職制上の段階より上位の職制上の段階

に属する管理監督職を占める職員(以下この

号において「上位職職員」という。)の他の

職への降任等もする場合には、第 1 号に掲

げる基準に従った上での状況その他の事情

を考慮してやむを得ないと認められる場合

を除き、上位職職員の降任等をした職が属

する職制上の段階と同じ職制上の段階又は

当該職制上の段階より下位の職制上の段階

に属する職に、降任等をすること。 

 

(管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理監督職への任用の制限の特例) 

第 9 条 任命権者は、他の職への降任等をすべ

き管理監督職を占める職員について、次に掲

げる事由があると認めるときは、当該職員が

占める管理監督職に係る異動期間(当該管理監

督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した

日の翌日から同日以後における最初の 4 月 1

日までの間をいう。以下この章において同

じ。)の末日の翌日から起算して 1 年を超えな

い期間内(当該期間内に定年退職日がある職員

にあっては、当該異動期間の末日の翌日から

定年退職日までの期間内。第 3 項において同

じ。)で当該異動期間を延長し、引き続き当該

管理監督職を占める職員に、当該管理監督職

を占めたまま勤務をさせることができる。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を

必要とするものであるため、当該職員の他

の職への降任等により生ずる欠員を容易に

補充することができず公務の運営に著しい

支障が生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条

件に特殊性があるため、当該職員の他の職

への降任等による欠員を容易に補充するこ

とができず公務の運営に著しい支障が生ず

ること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務

の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

るため、当該職員の他の職への降任等によ

り公務の運営に著しい支障が生ずること。 

2 任命権者は、前項又はこの項の規定により

異動期間(これらの規定により延長された期間

を含む。)が延長された管理監督職を占める職

員について、前項各号に掲げる事由が引き続

きあると認めるときは、市長の承認を得て、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起

算して 1 年を超えない期間内(当該期間内に定
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年退職日がある職員にあっては、延長された

当該異動期間の末日の翌日から定年退職日ま

での期間内。第 4 項において同じ。)で延長さ

れた当該異動期間を更に延長することができ

る。ただし、更に延長される当該異動期間の

末日は、当該職員が占める管理監督職に係る

異動期間の末日の翌日から起算して 3 年を超

えることができない。 

3 任命権者は、第1項の規定により異動期間を

延長することができる場合を除き、他の職へ

の降任等をすべき特定管理監督職群(職務の内

容が相互に類似する複数の管理監督職であっ

て、これらの欠員を容易に補充することがで

きない年齢別構成その他の特別の事情がある

管理監督職として恵庭市職員の給与の支給に

関する規則(昭和 35 年規則第 2 号)で定める管

理監督職をいう。以下この項において同じ。)

に属する管理監督職を占める職員について、

当該特定管理監督職群に属する管理監督職の

属する職制上の段階の標準的な職に係る標準

職務遂行能力及び当該管理監督職についての

適性を有すると認められる職員(当該管理監督

職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職

員を除く。)の数が当該管理監督職の数に満た

ない等の事情があるため、当該職員の他の職

への降任等により当該管理監督職に生ずる欠

員を容易に補充することができず業務の遂行

に重大な障害が生ずると認めるときは、当該

職員が占める管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して 1 年を超えない期間内

で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理

監督職を占めている職員に当該管理監督職を

占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該

管理監督職が属する特定管理監督職群の他の

管理監督職に降任し、若しくは転任すること

ができる。 
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 任命権者は、第 1項若しくは第 2項の規定に

より異動期間(これらの規定により延長された

期間を含む。)が延長された管理監督職を占め

る職員について前項に規定する事由があると

認めるとき(第 2 項の規定により延長された当

該異動期間を更に延長することができるとき

を除く。)、又は前項若しくはこの項の規定に

より異動期間(前 3 項又はこの項の規定により

延長された期間を含む。)が延長された管理監

督職を占める職員について前項に規定する事

由が引き続きあると認めるときは、市長の承

認を得て、延長された当該異動期間の末日の

翌日から起算して 1 年を超えない期間内で延

長された当該異動期間を更に延長することが

できる。 

 

(異動期間の延長等に係る職員の同意) 

第 10条 任命権者は、前条各項の規定により異

動期間を延長する場合及び同条第 3 項の規定

により他の管理監督職に降任等をする場合に

は、あらかじめ職員の同意を得なければなら

ない。 

 

(異動期間の延長事由が消滅した場合の措置) 

第 11条 任命権者は、第 9条の規定により異動

期間を延長した場合において、当該異動期間

の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由

が消滅したときは、他の職への降任等をする

ものとする。 

 

第 4 章 定年前再任用短時間勤務制 

(定年前再任用短時間勤務職員の任用) 

第 12 条 任命権者は、年齢 60 年に達した日以

後に退職(臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員及び非

常勤職員が退職する場合を除く。)をした者
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

1・2 (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(以下この条において「年齢 60 年以上退職

者」という。)を、従前の勤務実績により、短

時間勤務の職(当該職を占める職員の 1 週間当

たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する

職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の

職を占める職員の 1 週間当たりの通常の勤務

時間に比し短い時間である職をいう。以下こ

の条において同じ。)に採用することができ

る。ただし、年齢60年以上退職者がその者を

採用しようとする短時間勤務の職に係る定年

退職日相当日(短時間勤務の職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占めているものと

した場合における定年退職日をいう。)を経過

した者であるときは、この限りでない。 

 

第 5 章 雑則 

(雑則) 

第 13条 この条例の実施に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

附 則 

1・2 (略) 

 (定年に関する経過措置) 

3 令和 5 年 4 月 1 日から令和 13 年 3 月 31 日

までの間における第 3 条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応

じ、同項中「65 年」とあるのはそれぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。 

令和 5 年 4 月 1 日から令和 

7 年 3 月 31 日まで 

61 年 

令和 7 年 4 月 1 日から令和 

9 年 3 月 31 日まで 

62 年 

令和 9 年 4 月 1 日から令和 

11 年 3 月 31 日まで 

63 年 

令和 11 年 4 月 1 日から令和 64 年 
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 年 3 月 31 日まで 

(情報の提供及び勤務の意思の確認) 

4 任命権者は、当分の間、職員(臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定めて

任用される職員、非常勤職員及び令和 4 年改

正条例による改正前の第 3 条ただし書きに掲

げる職員を除く。以下この項において同じ。)

が年齢60年に達する日の属する年度の前年度

(以下この項において「情報の提供及び勤務の

意思の確認を行うべき年度」という。)(情報

の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度

に職員でなかった者で、当該情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に

採用された職員(異動等により情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経

過することとなった職員(以下この項において

「末日経過職員」という。)を除く。)にあっ

ては、当該職員が採用された日から同日の属

する年度の末日までの期間、末日経過職員に

あっては、当該職員の異動等の日が属する年

度(当該日が年度の初日である場合は、当該年

度の前年度))において、当該職員に対し、当

該職員が年齢60年に達する日以後に適用され

る任用及び給与に関する措置の内容その他の

必要な情報を提供するものとするとともに、

同日の翌日以後における勤務の意思を確認す

るよう努めるものとする。 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第８条 恵庭市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条 (略) 

  

第 1 条 (略) 
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現行 改正案 

(1 週間の勤務時間) 

第 2 条 (略) 

2 (略) 

3 地方公務員法第 28 条の 4 第 1 項若しくは第

28 条の 5 第 1 項又は同法第 28 条の 6 第 1 項

若しくは第 2 項の規定により採用された職員

で同法第 28 条の 5 第 1 項又は第 28 条の 6 第

2 項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

(以下「再任用短時間勤務職員   」とい

う。)の勤務時間は、第 1 項の規定にかかわら

ず、休憩時間を除き、4 週間を超えない期間

につき 1 週間当たり 15 時間 30 分から 31 時

間までの範囲内で、任命権者が定める。 

4・5 (略) 

 

(週休日及び勤務時間の割振り) 

第 3 条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間

を割り振らない日をいう。以下同じ。)とす

る。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職

員等については、必要に応じ、当該育児短時

間勤務等の内容に従いこれらの日に加えて月

曜日から金曜日までの 5 日間において週休日

を設けるものとし、再任用短時間勤務職員  

  及び任期付短時間勤務職員については、

日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日

までの 5 日間において週休日を設けることが

できる。 

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間

において、1 日につき 7 時間 45 分の勤務時間

を割り振るものとする。ただし、育児短時間

勤務職員等については、1 週間ごとの期間に

ついて、当該育児短時間勤務等の内容に従い

1 日につき規則で定める時間の範囲内で勤務

時間を割り振るものとし、再任用短時間勤務

職員   及び任期付短時間勤務職員につい

ては、1週間ごとの期間について、1日につき

(1 週間の勤務時間) 

第 2 条 (略) 

2 (略) 

3 地方公務員法第 22 条の 4 第 1 項又は第 22

条の 5 第 1 項若しくは第 2 項         

       の規定により採用された職員

で同法第 22 条の 4 第 1 項          

  に規定する短時間勤務の職を占めるもの

(以下「定年前再任用短時間勤務職員」とい

う。)の勤務時間は、第 1 項の規定にかかわら

ず、休憩時間を除き、4 週間を超えない期間

につき 1 週間当たり 15 時間 30 分から 31 時

間までの範囲内で、任命権者が定める。 

4・5 (略) 

 

(週休日及び勤務時間の割振り) 

第 3 条 日曜日及び土曜日は、週休日(勤務時間

を割り振らない日をいう。以下同じ。)とす

る。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職

員等については、必要に応じ、当該育児短時

間勤務等の内容に従いこれらの日に加えて月

曜日から金曜日までの 5 日間において週休日

を設けるものとし、定年前再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員については、

日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日

までの 5 日間において週休日を設けることが

できる。 

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日間

において、1 日につき 7 時間 45 分の勤務時間

を割り振るものとする。ただし、育児短時間

勤務職員等については、1 週間ごとの期間に

ついて、当該育児短時間勤務等の内容に従い

1 日につき規則で定める時間の範囲内で勤務

時間を割り振るものとし、定年前再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職員につい

ては、1週間ごとの期間について、1日につき
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現行 改正案 

規則で定める時間の範囲内で勤務時間を割り

振るものとする。 

3・4 (略) 

 

第 4 条 (略) 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び

勤務時間の割振りを定める場合には、規則の

定めるところにより、4 週間ごとの期間につ

き 8 日の週休日(育児短時間勤務職員等にあっ

ては 8 日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、再任用短時間勤務職員   

 及び任期付短時間勤務職員にあっては 8 日

以上の週休日)を設けなければならない。ただ

し、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

(育児短時間勤務職員等にあっては当該育児短

時間勤務等の内容)により、4 週間ごとの期間

につき 8 日(育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員   及び任期付短時間勤務職

員にあっては、8 日以上)の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、市長と協議し

て、規則の定めるところにより、4 週間を超

えない期間につき 1 週間当たり 1 日以上の割

合で週休日(育児短時間勤務職員等にあって

は、4 週間を超えない期間につき 1 週間当た

り 1 日以上の割合で当該育児短時間勤務等の

内容に従った週休日)を設ける場合には、この

限りでない。 

 

第 5 条～第 11 条 (略) 

 

(年次有給休暇) 

第12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける

休暇とし、その日数は、一の年において、次

の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各

号に掲げる日数とする。 

(1) 次号及び第 3 号に掲げる職員以外の職員 

規則で定める時間の範囲内で勤務時間を割り

振るものとする。 

3・4 (略) 

 

第 4 条 (略) 

2 任命権者は、前項の規定により週休日及び

勤務時間の割振りを定める場合には、規則の

定めるところにより、4 週間ごとの期間につ

き 8 日の週休日(育児短時間勤務職員等にあっ

ては 8 日以上で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日、定年前再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員にあっては 8 日

以上の週休日)を設けなければならない。ただ

し、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

(育児短時間勤務職員等にあっては当該育児短

時間勤務等の内容)により、4 週間ごとの期間

につき 8 日(育児短時間勤務職員等、定年前再

任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員にあっては、8 日以上)の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、市長と協議し

て、規則の定めるところにより、4 週間を超

えない期間につき 1 週間当たり 1 日以上の割

合で週休日(育児短時間勤務職員等にあって

は、4 週間を超えない期間につき 1 週間当た

り 1 日以上の割合で当該育児短時間勤務等の

内容に従った週休日)を設ける場合には、この

限りでない。 

 

第 5 条～第 11 条 (略) 

 

(年次有給休暇) 

第 12条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける

休暇とし、その日数は、一の年において、次

の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各

号に掲げる日数とする。 

(1) 次号及び第 3 号に掲げる職員以外の職員 
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現行 改正案 

20 日(育児短時間勤務職員等、再任用短時

間勤務職員   及び任期付短時間勤務職

員にあっては、その者の勤務時間等を考慮

し 20 日を超えない範囲内で規則で定める

日数) 

(2)・(3) (略) 

2・3 (略) 

 

第 12 条の 2～第 18 条 (略) 

20 日(育児短時間勤務職員等、定年前再任

用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員にあっては、その者の勤務時間等を考慮

し 20 日を超えない範囲内で規則で定める

日数) 

(2)・(3) (略) 

2・3 (略) 

 

第 12 条の 2～第 18 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第９条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１３年条例第２５号）の一部を次

のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条 (略) 

 

(職員の派遣) 

第 2 条 (略) 

2 法第 2条第 1項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

(5) (略) 

3 (略) 

 

第 3 条～第 19 条 (略) 

第 1 条 (略) 

 

(職員の派遣) 

第 2 条 (略) 

2 法第 2条第 1項に規定する条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項

から第 4 項までの規定により異動期間(これ

らの規定により延長された期間を含む。)を

延長された管理監督職を占める職員 

(6) (略) 

3 (略) 

 

第 3 条～第 19 条 (略) 

 備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１０条 恵庭市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第２５号）の

一部を次のように改正する。 
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現行 改正案 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

(報告事項)  

第 3 条 前条の規定により人事行政の運営の状

況に関し、任命権者が報告しなければならな

い事項は、職員(臨時的に任用された職員及び

非常勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項

に規定する短時間勤務の職を占める職員及び

同法第 22 条の 2 第 1 項第 2 号に掲げる職員

を除く。)を除く。以下同じ。)に係る次に掲

げる事項とする。 

(1)～(11) (略) 

 

第 4 条～第 8 条 (略) 

第 1 条・第 2 条 (略) 

 

(報告事項)  

第 3 条 前条の規定により人事行政の運営の状

況に関し、任命権者が報告しなければならな

い事項は、職員(臨時的に任用された職員及び

非常勤職員(地方公務員法第 22 条の 4 第 1 項

に規定する短時間勤務の職を占める職員及び

同法第 22 条の 2 第 1 項第 2 号に掲げる職員

を除く。)を除く。以下同じ。)に係る次に掲

げる事項とする。 

(1)～(11) (略) 

 

第 4 条～第 8 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（恵庭市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１１条 恵庭市職員の再任用に関する条例（平成１３年条例第２６号）は廃止する。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２０条の規定は、公布

の日から施行する。 

（職員の給与に関する経過措置） 

第２条 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の４月１

日（附則第４条において「特定日」という。）以後、当該職員に適用される給料表の給料月

額のうち、改正後の恵庭市職員の給与に関する条例（以下「新給与条例」という。）第５条

第１項の規定により当該職員の属する職務の級並びに第５条第２項、第３項及び第５項の

規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、

５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じ

たときはこれを１００円に切り上げるものとする。）とする。 

第３条 附則第２条の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 
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(1) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤

職員 

 (2) 改正後の職員の定年等に関する条例（以下「新定年条例」という。）第９条第１項又は

第２項の規定により地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。以下

「令和３年改正法」という。）による改正後の地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。

以下「新地方公務員法」という。）第２８条の２第１項に規定する異動期間（同条例第９

条第１項又は第２項の規定により延長された期間を含む。）を延長された同条例第６条に

掲げる職を占める職員 

 (3) 新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務している職員 

第４条 新地方公務員法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であっ

て、当該他の職への降任等をされた日（以下この条及び附則第６条において「異動日」と

いう。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に附則第２条

の規定により当該職員の受ける給料月額（以下「特定日給料月額」という。）が異動日の前

日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円

未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたとき

はこれを１００円に切り上げるものとする。以下この条において「基礎給料月額」という。）

に達しないこととなる職員には、当分の間、特定日以後、附則第２条の規定により当該職

員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料

として支給する。 

第５条 前条の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額

が新給与条例第５条第１項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の

給料月額を超える場合における前条の規定の適用については、同条中「基礎給料月額と特

定日給料月額」とあるのは、「新給与条例第５条第１項の規定により当該職員の属する職務

の級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

第６条 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第２条の規定の適用を受

ける職員に限り、附則第４条に規定する職員を除く。）であって、同条の規定による給料を

支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受け
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る給料月額により、附則第４条及び第５条の規定に準じて算出した額を給料として支給す

る。 

第７条 附則第４条又は第６条の規定による給料を支給される職員以外の附則第２条の規定の

適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員との権衡上

必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額により、附則第

４条から第６条までの規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

第８条 附則第４条、第６条又は第７条の規定による給料を支給される職員に対する新給与条

例第１７条第５項及び第１７条の４第４項の規定の適用については、同条中「給料月額」

とあるのは、「給料月額と附則第４条、第６条又は第７条の規定による給料の額との合計額」

とする。 

第９条 附則第２条から第８条までに定めるもののほか、附則第２条の規定による給料月額、

附則第４条の規定による給料その他の附則第２条から第８条までの規定の施行に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

第１０条 附則第２条から第９条までの規定は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項

の規定により勤務している職員には適用しない。 

第１１条 附則第２条の規定の適用を受ける職員に対する改正後の恵庭市職員の分限に関する

条例（以下「新分限条例」という。）第１条の３の規定の適用については、当分の間、新分

限条例第１条の３中「とする」とあるのは「並びに地方公務員法の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整備に関する条例附則第２条の規定による降給とする」とする。 

第１２条 新分限条例第２条の規定は、附則第２条の規定による降給の場合には、適用しない。

この場合において、同条の規定の適用を受ける職員には、同条の規定の適用により給料月

額が異動することとなった旨の通知を行うものとする。 

（職員の勤務延長に関する経過措置） 

第１３条 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこの条例による

改正前の職員の定年等に関する条例（以下「旧定年条例」という。）第４条第１項又は第２

項の規定により勤務することとされ、かつ、旧定年条例勤務延長期限（同条第１項の期限

又は同条第２項の規定により延長された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日
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以後に到来する職員（以下この項において「旧定年条例勤務延長職員」という。）について、

旧定年条例勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、

新定年条例第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、市長の承認を得て、こ

れらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期限を延長することができる。た

だし、当該期限は、当該旧定年条例勤務延長職員に係る旧定年条例第２条に規定する定年

退職日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１

日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌年の３月３

１日までの間、基準日における新定年条例定年（新定年条例第３条に規定する定年をいう。

以下同じ。）が基準日の前日における新定年条例定年（基準日が施行日である場合には、施

行日の前日における旧定年条例第３条に規定する定年）を超える職（基準日における新定年

条例定年が新定年条例第３条に規定する定年である職に限る。）及びこれに相当する基準日

以後に設置された職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの間に新定年条例第４条

第１項若しくは第２項の規定、令和３年改正法附則第３条第５項又は前項の規定により勤務

している職員のうち、基準日の前日において同日における当該職に係る新定年条例定年（基

準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第３条に規定する定年）に

達している職員を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

３ 新定年条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について準用

する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第１４条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３月

３１日（以下この条及び次条において「特定年齢到達年度の末日」という。）までの間にあ

る者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧定年条例定年（旧

定年条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置された職及

び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の前

日に設置されていたものとした場合における旧定年条例定年に準じた当該職に係る年齢）

に達している者を従前の勤務実績により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時
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勤務を要する職に採用することができる。 

(1) 施行日前に旧定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 旧定年条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前条

第１項の規定により勤務した後退職した者 

(3) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前号に掲げる者を除く。）であって、当該

退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(4) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であって、当

該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公務員法再任用

（令和３年改正法による改正前の地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１

項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。）又は暫定

再任用（この項若しくは次項、次条第１項若しくは第２項又は附則第１５条第１項若し

くは第２項の規定により採用することをいう。次項第６号において同じ。）をされたこと

がある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る新定

年条例定年に達している者を従前の勤務実績により、１年を超えない範囲内で任期を定め、

当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

(1) 施行日以後に新定年条例第２条の規定により退職した者 

(2) 施行日以後に新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した者 

(3) 施行日以後に新定年条例第１２条の規定により採用された者のうち、新地方公務員法

第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(4) 施行日以後に新定年条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、新地方公

務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第３項に規定

する任期が満了したことにより退職した者 

(5) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(6) ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）であって、
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当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任用をされたこ

とがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更新す

ることができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用する者又はこの項の

規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項又は附則第１５条第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。以下この項及び次項において同

じ。）の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期におけ

る勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語その他勤務の状況を

示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員

の同意を得なければならない。 

第１５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、附則第３条

第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者

を採用しようとする短時間勤務の職（新定年条例第１２条に規定する短時間勤務の職をいう。

以下同じ。）に係る旧定年条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を

要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における

旧定年条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の変

更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日の前日に設置され

ていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が

当該職と同種の職を占めているものとしたときにおける旧定年条例定年に準じた当該職に係

る年齢）をいう。）に達している者を従前の勤務実績により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定

にかかわらず、附則第１４条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの

間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新定年条例定年相当

年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の
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職と同種の職を占めているものとした場合における新定年条例定年をいう。附則第１９条に

おいて同じ。）に達している者（新定年条例第１２条の規定により当該短時間勤務の職に採

用することができる者を除く。）を従前の勤務実績により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第１４条第３項から第５項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第１６条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前

日に設置されていたものとした場合における旧定年条例第３条に規定する定年に準じた当該

職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２

条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第１７条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３

年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の４第

４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合における令和３年改正

法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の４第４項の

条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種

の職を占めているものとしたときにおける旧定年条例定年に準じた前項に規定する職に係る

年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者及び職員） 

第１８条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該
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職が基準日（附則第１４条及び第１５条の規定が適用される間における各年の４月１日（施

行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置されていたものとした場合

において、基準日における新定年条例定年が基準日の前日における新定年条例定年を超える

職とする。 

(1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の前日

に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新定年条例定年に達

している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準日の

前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新定年条例定年

に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第１９条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１日

及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌年の３月３１

日までの間、基準日における新定年条例定年相当年齢が基準日の前日における新定年条例定

年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新定年条例定年相当年齢が新定年条例

第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設

置された短時間勤務の職（以下この条において「新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間

勤務職」という。）に、基準日の前日までに新定年条例第１２条に規定する年齢６０年以上

退職者（基準日前から新定年条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以

後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年条例原則

定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達している者を、新定年

条例第１２条の規定により採用することができず、新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時

間勤務職に、新定年条例第１２条の規定により採用された職員（以下この条において「定年

前再任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該新定年

条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新定年条例定年相当年齢に達している定年
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前再任用短時間勤務職員を、昇任し、降任し、又は転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第２０条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は年齢６０年とする。 

（暫定再任用職員に関する経過措置） 

第２１条 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（これらの規定

を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第５条第１項か

ら第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第４項までの規定により

採用された職員をいう。）で新地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるものは、この条例による改正後の恵庭市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

（以下この条において「新勤務時間等に関する条例」という。）第２条第３項に規定する定

年前再任用短時間勤務職員とみなして、新勤務時間等に関する条例の規定を適用する。 
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議案第４号 

 

恵庭市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 恵庭市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求め

る。 

 

  令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

   恵庭市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 恵庭市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

現行 改正案 

第 1 条 (略) 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 条 (略) 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) (略)  

(4) 非常勤職員であって、次のいずれかに該当

するもの以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子(育児休業法第 2 条第

1 項に規定する子をいう｡以下同じ｡)が 1

歳 6 か月に達する日(以下｢1 歳 6 か月到

達日｣という｡)(当該子の出生の日から第

3 条の 2 に規定する期間内に育児休業を
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 条の 2 (略) 

 

(育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める日) 

第 2 条の 3 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定

める日は、地方公務員法第 22 条の 2 第 1 項に規

しようとする場合にあっては当該期間の

末日から 6 月を経過する日、第 2 条の 4

の規定に該当する場合にあっては当該子

が 2 歳に達する日)までに、その任期(任

期が更新される場合にあっては、更新後

のもの)が満了すること及び引き続いて

任命権者を同じくする職(以下「特定職」

という｡)に採用されないことが明らかで

ない非常勤職員 

(イ) 勤務日の日数を考慮して規則で定め

る非常勤職員 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ア) その養育する子が 1 歳に達する日(以

下｢1 歳到達日｣という｡)(当該子について

当該非常勤職員が第 2 条の 3 第 2 号に掲

げる場合に該当してする育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の 1 歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とさ

れた日｡以下(1)において同じ｡)において

育児休業をしている非常勤職員であっ

て、同条第 3 号に掲げる場合に該当して

当該子の 1 歳到達日の翌日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようとす

るもの 

(イ) その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている場合であ

って、当該任期を更新され、又は当該任

期の満了後引き続いて特定職に採用され

ることに伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日の翌日

又は当該採用の日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとするもの 

 

第 2 条の 2 (略) 

 

(育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める日) 

第 2 条の 3 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定

める日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、
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現行 改正案 

定する会計年度任用職員(以下「会計年度任用職

員」という｡)のうち、次の各号のいずれかに該

当する者であって、当該者の子が 1 歳 6 か月に

達する日以後も引き続き任用されるものにおい

て、1 歳 6 か月に達する日までとする｡ 

(1) 1 週間の勤務日が 3 日以上とされている者 

 

(2) 週以外の期間によって勤務日が定められて

いる者であって、1 年間の勤務の日数が 121

日以上であるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該各号に定める日             

                       

                       

                       

                とする。 

(1) 次号及び第 3 号に掲げる場合以外の場合 

非常勤職員の養育する子の 1 歳到達日 

(2) 非常勤職員の配偶者(届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む｡以

下同じ｡)が当該非常勤職員の養育する子の 1

歳到達日以前のいずれかの日において当該子

を養育するために育児休業法その他の法律の

規定による育児休業(以下この条及び条文に

おいて｢地方等育児休業｣という｡)をしている

場合において当該非常勤職員が当該子につい

て育児休業をしようとする場合(当該育児休

業の期間の初日とされた日が当該子の 1 歳到

達日の翌日後である場合又は当該地方等育児

休業の期間の初日前である場合を除く｡) 当

該子が 1歳 2か月に達する日(当該日が当該育

児休業の期間の初日とされた日から起算して

育児休業等可能日数(当該子の出生の日から

当該子の 1 歳到達日までの日数をいう｡)から

育児休業等取得日数(当該子の出生の日以後

当該非常勤職員が労働基準法(昭和 22 年法律

第 49号)第 65条第 1項及び第 2項の規定によ

り勤務しなかった日数と当該子について育児

休業をした日数を合算したをいう｡)を差し引

いた日数を経過する日より後の日であるとき

は、当該経過する日) 

(3) 1 歳から 1 歳 6 か月に達するまでの子を養

育する非常勤職員が、次に掲げる場合のいず

れにも該当する場合(当該子についてこの号

に掲げる場合に該当して育児休業をしている

場合であって第 3 条第 7 号に掲げる事情に該

当するときはイ及びウに掲げる場合に該当す

る場合、規則で定める特別の事情がある場合

にあってはウに掲げる場合に該当する場合) 
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現行 改正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該子の 1 歳 6 か月到達日 

ア 当該非常勤職員が当該子の 1 歳到達日

(当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該

当してする育児休業又は当該非常勤職員の

配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休

業の期間の末日とされた日が当該子の 1 歳

到達日後である場合にあっては、当該末日

とされた日(当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日が異なるときは、そのいずれ

かの日))の翌日(当該配偶者がこの号に掲げ

る場合又はこれに相当する場合に該当して

地方等育児休業をする場合にあっては、当

該地方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日)を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の 1 歳到達日(当該非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の 1 歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた

日)において育児休業をしている場合又は

当該非常勤職員の配偶者が当該子の 1 歳到

達日(当該配偶者が同号に掲げる場合又は

これに相当する場合に該当してする地方等

育児休業の期間の末日とされた日が当該子

の 1 歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日)において地方等育児休

業をしている場合 

ウ 当該子の 1 歳到達日後の期間について育

児休業をすることが継続的な勤務のために

特に必要と認められる場合として規則で定

める場合に該当する場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の 1 歳到達日(当該非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の 1 歳到達日後
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現行 改正案 

 

 

 

 

(育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める期間) 

第 2 条の 4 育児休業法第 2 条第 1 項ただし書の

条例で定める期間は、育児休業に係る子の出生

の日から起算して 8 週間を経過する日の翌日ま

で(出産予定日前に当該子が出生した場合にあ

っては当該出生の日から当該出産予定日から起

算して 8 週間を経過する日の翌日までとし、出

産予定日後に当該子が出生した場合にあっては

当該出産予定日から当該出生の日から起算して

8 週間を経過する日の翌日までとする｡)の期間

とする｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(再度の育児休業をすることができる特別の事

情) 

である場合にあっては、当該末日とされた

日)後の期間においてこの号に掲げる場合

に該当して育児休業をしたことがない場合 

 

(育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める場合) 

第 2 条の 4 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定

める場合は、1 歳 6 か月から 2 歳に達するまで

の子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げ

る場合のいずれにも該当する場合(当該子につい

てこの条の規定に該当して育児休業をしている

場合であって次条第 7 号に掲げる事情に該当す

るときは第 2 号及び第 3 号に掲げる場合に該当

する場合、規則で定める特別の事情がある場合

にあっては同号に掲げる場合に該当する場合)と

する｡ 

(1) 当該非常勤職員が当該子の 1 歳 6 か月到達

日の翌日(当該非常勤職員の配偶者がこの条

の規定に該当し、又はこれに相当する場合に

該当して地方等育児休業をする場合にあって

は、当該地方等育児休業の期間の末日とされ

た日の翌日以前の日)を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合 

(2) 当該子について、当該非常勤職員が当該子

の 1 歳 6 か月到達日において育児休業をして

いる場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該

子の 1 歳 6 か月到達日において地方等育児休

業をしている場合 

(3) 当該子の 1 歳 6 か月到達日後の期間につい

て育児休業をすることが継続的な勤務のため

に特に必要と認められる場合として規則で定

める場合に該当する場合 

(4) 当該子について、当該非常勤職員が当該子

の 1 歳 6 か月到達日後の期間においてこの条

の規定に該当して育児休業をしたことがない

場合 

 

(再度の育児休業をすることができる特別の事

情) 
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現行 改正案 

第 3 条 育児休業法第 2 条第 1 項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1)～(4) (略) 

(5) 育児休業(この号の規定に該当したことに

より当該育児休業に係る子について既にした

ものを除く｡)の終了後、3 月以上の期間を経過

したこと(当該育児休業をした職員が、当該育

児休業の承認の請求の際育児休業により当該

子を養育するための計画について育児休業等

計画書により任命権者に申し出た場合に限

る｡)。 

(6) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 条～第 10 条 (略) 

 

(育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算し

て 1 年を経過しない場合に育児短時間勤務をす

第 3 条 育児休業法第 2 条第 1 項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

(1)～(4) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) (略) 

(6) 第 2 条の 3 第 3 号に掲げる場合に該当する

こと又は前条の規定に該当すること｡ 

(7) 任期を定めて採用された職員であって、当

該任期の末日を育児休業の期間の末日とする

育児休業をしているものが、当該任期を更新

され、又は当該任期の満了後引き続いて特定

職に採用されることに伴い、当該育児休業に

係る子について、当該更新前の任期の末日の

翌日又は当該採用の日を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとすること。 

 

(育児休業法第 2条第 1項第 1号の人事院規則で

定める期間を基準として条例で定める期間) 

第 3 条の 2 育児休業法第 2 条第 1 項第 1 号の人

事院規則で定める期間を基準として条例で定め

る期間は、57 日間(出産予定日前に当該子が出生

した場合にあっては当該出生の日から当該出産

予定日から起算して 57 日間とし、出産予定日後

に当該子が出生した場合にあっては当該出産予

定日から当該出生の日から起算して 57 日間)と

する。 

 

第 4 条～第 10 条 (略) 

 

(育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算し

て 1 年を経過しない場合に育児短時間勤務をす
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現行 改正案 

ることができる特別の事情) 

第 11 条 育児休業法第 10 条第 1 項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情とす

る。 

(1)～(5) (略) 

(6) 育児短時間勤務(この号の規定に該当した

ことにより当該育児短時間勤務に係る子につ

いて既にしたものを除く｡)の終了後、3 月以上

の期間を経過したこと(当該育児短時間勤務

をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当該子を養育

するための計画について育児休業等計画書   

 により任命権者に申し出た場合に限る｡)。 

(7) (略) 

 

第 12 条～第 18 条 (略) 

 

(部分休業をすることができない職員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定め

る職員は、育児短時間勤務又は育児休業法第 17

条の規定による短時間勤務をしている職員とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(部分休業の承認) 

第 20条 部分休業(育児休業法第 19条第 1項に規

定する部分休業をいう。以下同じ｡)の承認は、

正規の勤務時間                

                       

                       

   の始め又は終わりにおいて、30 分を単位

として行うものとする。 

ることができる特別の事情) 

第 11 条 育児休業法第 10 条第 1 項ただし書の条

例で定める特別の事情は、次に掲げる事情とす

る。 

(1)～(5) (略) 

(6) 育児短時間勤務(この号の規定に該当した

ことにより当該育児短時間勤務に係る子につ

いて既にしたものを除く｡)の終了後、3 月以上

の期間を経過したこと(当該育児短時間勤務

をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当該子を養育

するための計画について育児短時間勤務計画

書により任命権者に申し出た場合に限る｡)。 

(7) (略) 

 

第 12 条～第 18 条 (略) 

 

(部分休業をすることができない職員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定め

る職員は、次に掲げる             

                 職員とす 

る。 

(1) 育児短時間勤務又は育児休業法第 17 条の

規定による短時間勤務をしている職員 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規

定する短時間勤務の職を占める職員(以下「再

任用短時間勤務職員等」という｡)を除く｡) 

 

(部分休業の承認) 

第 20条 部分休業(育児休業法第 19条第 1項に規

定する部分休業をいう。以下同じ。)の承認は、

正規の勤務時間(非常勤職員(再任用短時間勤務

職員等を除く。以下この条において同じ。)にあ

っては、当該非常勤職員について定められた勤

務時間)の始め又は終わりにおいて、30 分を単位

として行うものとする。 
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現行 改正案 

2 労働基準法(昭和 22 年法律第 49 号)第 67 条の

規定による育児時間又は勤務時間条例第 16 条

の規定による介護時間の承認を受けて勤務しな

い職員         に対する部分休業の

承認については、1 日につき 2 時間から当該育

児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内で行う

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 21 条～第 25 条 (略) 

2 労働基準法           第 67 条の

規定による育児時間又は勤務時間条例第 16 条

の規定による介護時間の承認を受けて勤務しな

い職員(非常勤職員を除く。)に対する部分休業の

承認については、1 日につき 2 時間から当該育

児時間又は当該介護時間の承認を受けて勤務し

ない時間を減じた時間を超えない範囲内で行う

ものとする。 

3 非常勤職員に対する部分休業の承認について

は、1 日につき、当該非常勤職員について 1 日

につき定められた勤務時間から5時間45分を減

じた時間を超えない範囲内で(当該非常勤職員が

育児時間又は育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成 3

年法律第 76 号）第 61 条第 32 項において読み

替えて準用する同条第 29 項の規定による介護

をするための時間(以下「介護をするための時間」

という。)の承認を受けて勤務しない場合にあっ

ては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、2

時間から当該育児時間又は当該介護をするため

の時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた

時間を超えない範囲内で)行うものとする。 

 

第 21 条～第 25 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

第２条 恵庭市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条 (略) 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) (略) 

  

 

 

第 1 条 (略) 

 

（育児休業をすることができない職員） 

第 2 条 育児休業法第 2 条第 1 項の条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)・(2) (略) 

(3) 職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項か

ら第4項までの規定により異動期間(これらの

規定により延長された期間を含む)を延長さ
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現行 改正案 

 

(3) (略) 

(4) (略) 

 

第 2 条の 2～第 9 条 (略) 

 

(育児短時間勤務をすることができない職員) 

第 10 条 育児休業法第 10 条第 1 項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) (略)  

 

 

 

 

(2) (略)  

 

第 11 条～第 18 条 (略) 

 

(部分休業をすることができない職員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) (略) 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規

定する短時間勤務の職を占める職員(以下「再

任用短時間勤務職員等   」という｡)を除

く｡) 

 

(部分休業の承認) 

第 20条 部分休業(育児休業法第 19条第 1項に規

定する部分休業をいう。以下同じ。)の承認は、

正規の勤務時間(非常勤職員(再任用短時間勤務

職員等    を除く。以下この条において同じ。)

にあっては、当該非常勤職員について定められ

た勤務時間)の始め又は終わりにおいて、30 分を

単位として行うものとする。 

れた管理監督職を占める職員 

(4) (略) 

(5) (略) 

 

第 2 条の 2～第 9 条 (略) 

 

(育児短時間勤務をすることができない職員) 

第 10 条 育児休業法第 10 条第 1 項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) (略)  

(2) 職員の定年等に関する条例第 9 条第 1 項か

ら第4項までの規定により異動期間(これらの

規定により延長された期間を含む。)を延長さ

れた管理監督職を占める職員 

(3) (略) 

 

第 11 条～第 18 条 (略) 

 

(部分休業をすることができない職員) 

第 19 条 育児休業法第 19 条第 1 項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) (略) 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を

考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常

勤職員(地方公務員法第 22 条の 4 第 1 項に規

定する短時間勤務の職を占める職員(以下「定

年前再任用短時間勤務職員等」という｡)を除

く｡) 

 

(部分休業の承認) 

第 20条 部分休業(育児休業法第 19条第 1項に規

定する部分休業をいう。以下同じ。)の承認は、

正規の勤務時間(非常勤職員(定年前再任用短時

間勤務職員等を除く。以下この条において同じ。)

にあっては、当該非常勤職員について定められ

た勤務時間)の始め又は終わりにおいて、30 分を

単位として行うものとする。 
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現行 改正案 

2・3 (略) 

 

第 21 条～第 25 条 (略) 

2・3 (略) 

 

第 21 条～第 25 条 (略) 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和４年１０月１日から、第２条の規定は令和５年４月１日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例中第１条の施行日前に育児休業等計画書を提出した職員に対するこの条例中第１

条による改正前の恵庭市職員の育児休業等に関する条例第３条（第５号に係る部分に限る。）

及び第１１条（第６号に係る部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 
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議案第５号 

 

恵庭市手数料徴収条例の一部改正について 

 

恵庭市手数料徴収条例の一部を次のとおり改正することについて議決を求める。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

恵庭市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

恵庭市手数料徴収条例（平成１２年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

現行 改正案 

第 1 条～第 7 条 (略) 

 

別表(第 2 条関係) 

種類 金額 備考 

単

位 

額 

(略) 

建

築

関

係 

(略) 

長

期

優

良

住

宅

建

築

等

計

画

認 

当 該

申 請

が 住

宅 の

新 築

に 係

る も

の で

あ る

場 合 

1
戸 

次に掲げる認定

申請に係る 1 棟

の住宅の戸数の

区分に応じて定

める金額を当該

申請及び当該申

請と同時に行わ

れた同一の住宅

に係る認定申請

の総数で除して

得た額(その額に

50 円未満の端数 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

( 平

成 20
年 法 

 

第 1 条～第 7 条 (略) 

 

別表(第 2 条関係) 

種類 金額 備考 

単

位 

額 

(略) 

建

築

関

係 

(略) 

長

期

優

良

住

宅

建

築

等

計

画

認 

当 該

申 請

が 住

宅 の

新 築

に 係

る も

の で

あ る

場 合 

1
戸 

次に掲げる認定

申請に係る 1 棟

の住宅の戸数の

区分に応じて定

める金額を当該

申請及び当該申

請と同時に行わ

れた同一の住宅

に係る認定申請

の総数で除して

得た額(その額に

50 円未満の端数 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

( 平

成 20
年 法 
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現行 改正案 

 定   があるときはこれ

を切り捨て、50
円以上 100 円未

満の端数がある

ときはこれを100
円 に 切 り 上 げ

る。) 
ア 1 戸のもの 

5 万 1,000 円

(住宅の品質確

保の促進等に

関する法律(平

成 11 年法律第

81 号)第 6 条

の 2 第 3 項又

は第 4 項に規

定する長期使

用構造等であ

るかどうかの

確認(以下、「長

期使用構造等

確認」という。)

を受けた場合

にあっては 1
万 4,000 円） 

イ 2戸以上5戸
以 下 の も の 

11 万 7，000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

ては2万7,000
円) 

ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

18 万 5，000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

ては4万3,000
円) 

エ 11 戸以上の

もの 36万 3，
000 円(長期使

用構造等確認

を受けた場合

にあっては 7
万 3,000 円) 

律 第

87 号

)第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

当 該

申 請

が 住 

1
戸 

次に掲げる申請

に係る 1 棟の住

宅の戸数の区分 

長 期

優 良

住 宅 
 

 定   があるときはこれ

を切り捨て、50
円以上 100 円未

満の端数がある

ときはこれを100
円 に 切 り 上 げ

る。) 
ア 1 戸のもの 

5 万 1,000 円

(住宅の品質確

保の促進等に

関する法律(平

成 11 年法律第

81 号)第 6 条

の 2 第 3 項又

は第 4 項に規

定する長期使

用構造等であ

るかどうかの

確認(以下、「長

期使用構造等

確認」という。)

を受けた場合

にあっては 1
万 4,000 円） 

イ 2戸以上5戸
以 下 の も の 

11 万 7，000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

ては2万7,000
円) 

ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

18 万 5，000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

ては4万3,000
円) 

エ 11 戸以上の

もの 36万3，
000 円(長期使

用構造等確認

を受けた場合

にあっては 7
万 3,000 円) 

律 第

87 号

)第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

当 該

申 請

が 住 

1
戸 

次に掲げる申請

に係る 1 棟の住

宅の戸数の区分 

長 期

優 良

住 宅 
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現行 改正案 

  宅 の

増 築

又 は

改 築

に 係

る も

の で

あ る

場 合 

 に応じて定める

金額を当該申請

及び当該申請と

同時に行われた

同一の住宅に係

る認定申請の総

数で除して得た

額(その額に 50
円未満の端数が

あるときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円に切り上げる。

) 
ア 1 戸のもの 

7 万 7,000(長
期使用構造等

確認を受けた

場合にあって

は、2 万 1,000
円) 

イ 住宅の戸数

が 2 戸以上 5
戸以下のもの 

17 万 6,000 円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合にあ

っては、3 万

7,000 円) 
ウ 住宅の戸数

が 6 戸以上 10
戸以下のもの 

27万 8，000円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合にあ

っては、6 万

円) 
エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 54 万

5,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合にあっては、

10 万円) 

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

( 平

成 20
年 法

律 第

87 号

)第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

 

  宅 の

増 築

又 は

改 築

に 係

る も

の で

あ る

場 合 

 に応じて定める

金額を当該申請

及び当該申請と

同時に行われた

同一の住宅に係

る認定申請の総

数で除して得た

額(その額に 50
円未満の端数が

あるときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円に切り上げる。

) 
ア 1 戸のもの 

7 万 7,000(長
期使用構造等

確認を受けた

場合にあって

は、2 万 1,000
円) 

イ 住宅の戸数

が 2 戸以上 5
戸以下のもの 

17 万 6,000 円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合にあ

っては、3 万

7,000 円) 
ウ 住宅の戸数

が 6 戸以上 10
戸以下のもの 

27万 8，000円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合にあ

っては、6 万

円) 
エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 54 万

5,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合にあっては、

10 万円) 

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

( 平

成 20
年 法

律 第

87 号

)第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

長

期 
当 該

申 請 
1
戸 

次に掲げる申請

に係る 1 棟の住 
長 期

優 良 
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現行 改正案 

      

長

期 
住 宅

の 建 

1
件 

1,000 円  

 

 優

良

住

宅

維

持

保

全

計

画

認

定 

が 住

宅 の

維 持

保 全

計 画

に 係

る も

の で

あ る

場 合 

 宅の戸数の区分

に応じて定める

金額を当該申請

及び当該申請と

同時に行われた

同一の住宅に係

る認定申請の総

数で除して得た

額(その額に 50
円未満の端数が

あるときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円 に 切 り 上 げ

る。) 

ア 1 戸のもの 

7 万 7,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

て は 、 2 万

1,000 円) 

イ 住宅の戸数

が 2 戸以上 5
戸以下のもの 

17 万 6,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

て は 、 3 万

7,000 円) 

ウ 住宅の戸数

が 6 戸以上 10
戸以下のもの 

27 万 8,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合にあっ

ては、6 万円) 

エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 54 万

5,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合にあっては、

10 万円) 

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

( 平

成 20
年 法

律 第

87 号

)第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

長

期 
住 宅

の 建 

1
件 

1,000 円  
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現行 改正案 

 優

良

住

宅

建

築

等

計

画

変

更

認

定 

築 に

関 す

る 工

事 の

着 手

予 定

時 期

及 び

完 了

予 定

時 期

、 譲

受 人

の 決

定 の

予 定

時 期

並 び

に 区

分 所

有 住

宅 の

管 理

者 等

の 選

任 の

予 定

時 期

の 変

更 の

み の

場 合 

   

住

宅

の

建

築

に

関

す

る

工

事

の

着

手

予

定

時

期

及 

当

該

申

請

が

住

宅

の

新

築

に

係

る

も

の

で

あ

る

場 

1
戸 

次に掲げる変更

認定申請に係る

1 棟の住宅の戸

数の区分に応じ

て定める金額を

当該申請及び当

該申請と同時に

行われた同一の

住宅に係る変更

認定申請の総数

で除して得た額

(その額に 50 円

未満の端数があ

るときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円 に 切 り 上 げ 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

第 8
条 第

2 項

に お

い て

準 用

す る

同 法

第 6
条 第 

 

 優

良

住

宅

建

築

等

計

画

変

更

認

定 

築 に

関 す

る 工

事 の

着 手

予 定

時 期

及 び

完 了

予 定

時 期

、 譲

受 人

の 決

定 の

予 定

時 期

並 び

に 区

分 所

有 住

宅 の

管 理

者 等

の 選

任 の

予 定

時 期

の 変

更 の

み の

場 合 

   

住

宅

の

建

築

に

関

す

る

工

事

の

着

手

予

定

時

期

及 

当

該

申

請

が

住

宅

の

新

築

に

係

る

も

の

で

あ

る

場 

1
戸 

次に掲げる変更

認定申請に係る

1 棟の住宅の戸

数の区分に応じ

て定める金額を

当該申請及び当

該申請と同時に

行われた同一の

住宅に係る変更

認定申請の総数

で除して得た額

(その額に 50 円

未満の端数があ

るときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円 に 切 り 上 げ 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

第 8
条 第

2 項

に お

い て

準 用

す る

同 法

第 6
条 第 
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現行 改正案 

  び

完

了

予

定

時

期

、

譲

受

人

の

決

定

の

予

定

時

期

並

び

に

区

分

所

有

住

宅

の

管

理

者

等

の

選

任

の

予

定

時

期

の

変

更

の

み

以

外

の

場

合 

合  る。) 

ア 1 戸のもの 

2 万 6,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては 7,000
円) 

イ 2戸以上5戸
以下のもの 5
万 8,000 円(長

期使用構造等

確認を受けた

場合又は長期

使用構造等に

係る変更がな

い場合にあっ

ては1万3,000
円) 

ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

9 万 3,000 円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合又は

長期使用構造

等に係る変更

がない場合に

あっては 2 万

2,000 円) 
エ 11 戸以上の

もの 18 万

2,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合又は長期使

用構造等に係

る変更がない

場合にあって

は 3 万 6,000
円) 

2 項

の 規

定 に

よ る

申出

をす

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

当

該

申

請

が

住

宅 

1
戸 

次に掲げる変更

認定申請に係る

1 棟の住宅の戸

数の区分に応じ

て定める金額を

当該申請及び当

該申請と同時に 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関 
 

  び

完

了

予

定

時

期

、

譲

受

人

の

決

定

の

予

定

時

期

並

び

に

区

分

所

有

住

宅

の

管

理

者

等

の

選

任

の

予

定

時

期

の

変

更

の

み

以

外

の

場

合 

合  る。) 

ア 1 戸のもの 

2 万 6,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては 7,000
円) 

イ 2戸以上5戸
以下のもの 5
万 8,000 円(長

期使用構造等

確認を受けた

場合又は長期

使用構造等に

係る変更がな

い場合にあっ

ては1万3,000
円) 

ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

9 万 3,000 円

(長期使用構

造等確認を受

けた場合又は

長期使用構造

等に係る変更

がない場合に

あっては 2 万

2,000 円) 
エ 11 戸以上の

もの 18 万

2,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合又は長期使

用構造等に係

る変更がない

場合にあって

は 3 万 6,000
円) 

2 項

の 規

定 に

よ る

申出

をす

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

当

該

申

請

が

住

宅 

1
戸 

次に掲げる変更

認定申請に係る

1 棟の住宅の戸

数の区分に応じ

て定める金額を

当該申請及び当

該申請と同時に 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関 
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現行 改正案 

   の

増

築

又

は

改

築

に

係

る

も

の

で

あ

る

場

合 

 行われた同一の

住宅に係る変更

認定申請の総数

で除して得た額

(その額に 50 円

未満の端数があ

るときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円 に 切 り 上 げ

る。) 
ア 1 戸のもの 

4 万 4,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、1 万

6,000 円) 

イ 2戸以上5戸
以下のもの 9
万 8,000 円(長

期使用構造等

確認を受けた

場合又は長期

使用構造等に

係る変更がな

い場合にあっ

て は 、 2 万

9,000 円) 
ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

15 万 7,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、4 万

8,000 円) 

エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 29万 8，
000 円(長期使

用構造等確認

を受けた場合 

す る

法 律

第 8
条 第

2 項

に お

い て

準 用

す る

同 法

第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 

 

   の

増

築

又

は

改

築

に

係

る

も

の

で

あ

る

場

合 

 行われた同一の

住宅に係る変更

認定申請の総数

で除して得た額

(その額に 50 円

未満の端数があ

るときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円 に 切 り 上 げ

る。) 
ア 1 戸のもの 

4 万 4,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、1 万

6,000 円) 

イ 2戸以上5戸
以下のもの 9
万 8,000 円(長

期使用構造等

確認を受けた

場合又は長期

使用構造等に

係る変更がな

い場合にあっ

て は 、 2 万

9,000 円) 
ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

15 万 7,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、4 万

8,000 円) 

エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 29万8，
000 円(長期使

用構造等確認

を受けた場合 

す る

法 律

第 8
条 第

2 項

に お

い て

準 用

す る

同 法

第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 
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現行 改正案 

     又は長期使用

構造等に係る

変更がない場

合にあっては、

7 万 5,000 円) 

 

      

 

     又は長期使用

構造等に係る

変更がない場

合にあっては、

7 万 5,000 円) 

 

長

期

優

良

住

宅

維

持

保

全

計

画

変

更

認

定 

住 宅

の 建

築 に

関 す

る 工

事 の

着 手

予 定

時 期

及 び

完 了

予 定

時 期

、 譲

受 人

の 決

定 の

予 定

時 期

並 び

に 区

分 所

有 住

宅 の

管 理

者 等

の 選

任 の

予 定

時 期

の 変

更 の

み の

場 合 

1
件 

1,000 円  

住

宅

の

建

築

に

関

す

る

工

事 

当

該

申

請

が

住

宅

の

維

持

保 

1
戸 

次に掲げる変更

認定申請に係る

1 棟の住宅の戸

数の区分に応じ

て定める金額を

当該申請及び当

該申請と同時に

行われた同一の

住宅に係る変更

認定申請の総数

で除して得た額 

長 期

優 良

住 宅

の 普

及 の

促 進

に 関

す る

法 律

第 8
条 第 
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現行 改正案 

       

 

  の

着

手

予

定

時

期

及

び

完

了

予

定

時 

期

、

譲

受

人

の

決

定

の

予

定

時

期

並

び

に

区

分

所

有

住

宅

の

管

理

者

等

の

選

任

の

予

定

時

期 

全

計

画

に

係

る

も

の

で

あ

る

場

合 

 (その額に 50 円

未満の端数があ

るときはこれを

切り捨て、50 円

以上 100 円未満

の端数があると

きはこれを 100
円に切り上げる

。) 

ア 1 戸のもの 

4 万 4,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、1 万

6,000 円) 

イ 2戸以上5戸
以下のもの 9
万8,000円(長

期使用構造等

確認を受けた

場合又は長期

使用構造等に

係る変更がな

い場合にあっ

て は 、 2 万

9,000 円) 

ウ 6 戸以上 10
戸以下のもの 

15 万 7,000 円

(長期使用構造

等確認を受け

た場合又は長

期使用構造等

に係る変更が

ない場合にあ

っては、4 万

8,000 円) 

エ 住宅の戸数

が 11 戸以上の

もの 2 9 万

8,000 円(長期

使用構造等確

認を受けた場

合又は長期使

用構造等に係

る変更がない

場合にあって 

2 項

に お

い て

準 用

す る

同 法

第 6
条 第

2 項

の 規

定 に

よ る

申 出

を す

る 場

合 に

あ っ

て は

、 建

築 物

に 関

す る

確 認

に 係

る 手

数 料

の 額

を 加

算 し

た 金

額 を

徴 収

す る

。 
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現行 改正案 

       

法第 9 条

第 1 項又

は第 3 項

の規定に

基づく譲

受人を決

定した場

合又は管

理者等が

選任され

た場合に

おける長

期優良住

宅建築等

計画変更

認定  

1
件 

1,500 円  

長期優良

住宅建築

等計画認

定地位承

継承認  

1
件 

1,500 円  

(略) 
 

  の

変

更

の

み

以

外

の

場
合 

  は、7 万 5,000
円) 

 

法第 9 条

第 1 項又

は第 3 項

の規定に

基づく譲

受人を決

定した場

合又は管

理者等が

選任され

た場合に

おける長

期優良住

宅建築等

計画等変

更認定 

1
件 

1,500 円  

長期優良

住宅建築

等計画等

認定地位

承継承認 

1
件 

1,500 円  

(略) 
 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

附 則 

この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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議案第６号 

 

財産の取得について 

 

 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０号）

第３条の規定により、財産を次のとおり取得することについて議決を求める。 

 

 令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 物件の表示 えにわコミュニティバス １台 

 

２ 契 約 金 額  ２３，５０７，３９０ 円 

 

３ 契約の相手方  札幌市中央区北四条西６丁目 

北海道市町村備荒資金組合 

組合長 山 口 幸太郎 

 

４ 取得の目的 えにわコミュニティバスの運行用 

 

５ 契約の方法  随意契約 
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議案第７号 

 

   令和３年度恵庭市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和３年度恵

庭市水道事業会計未処分利益剰余金を次のとおり処分することについて議決を求める。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 剰余金の額   ２９３，９４３，９５４円 

 

２ 処分の方法   １６８，５７３，９５２円を資本金に組入れ 

１２５，３７０，００２円を減債積立金に積立て 
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議案第８号 

 

   令和３年度恵庭市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、令和３年度恵

庭市下水道事業会計未処分利益剰余金を次のとおり処分することについて議決を求める。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕   

 

記 

 

１ 剰余金の額   ３９６，１６６，２４２円 

 

２ 処分の方法   １７８，２５１，１２１円を資本金に組入れ 

２１７，９１５，１２１円を減債積立金に積立て 
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議案第９号 

 

令和４年度恵庭市一般会計補正予算（第５号） 

 

令和４年度恵庭市一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，１４５，１６２千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３２，８７８，９２２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第二表 地方債補正」による。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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（変　更） （単位　千円）

市 営 住 宅 整 備 事 業 債 218,900 227,800

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 債 49,800 21,600

第　二　表　　地　方　債　補　正

起 債 の 目 的 補 正 前 の 限 度 額 補 正 後 の 限 度 額
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（千円）

国庫支出金 道支出金 地 方 債 その他 一般財源

2 1 4 1
総 務 費 総 務 管 理 費 会 計 管 理 費 一 般 事 務 費 9,350 9,350

2 1 15 1
総 務 費 総 務 管 理 費 まちづくり推進基金費 ま ち づ く り 推 進 基 金 積 立 金 623,128 246,984 376,144

2 1 17 1-1
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 過 年 度 過 誤 納 還 付 金 8,000 8,000

（ 債 権 管 理 課 ）
2 1 17 1-4
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 過 年 度 過 誤 納 還 付 金 52,223 52,223

（ 福 祉 課 ）
2 1 17 1-8
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 過 年 度 過 誤 納 還 付 金 26,204 26,204

（ 幼 児 保 育 課 ）
2 1 17 1-10
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 過 年 度 過 誤 納 還 付 金 582 582

（ 障 が い 福 祉 課 ）
2 1 17 1-11
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 過 年 度 過 誤 納 還 付 金 201,021 201,021

（ 子 ど も 家 庭 課 ）
2 1 17 4-17
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 ク レ ジ ッ ト 納 付 導 入 事 業 費 1,010 1,010

2 1 17 4-18
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 高 齢 者 世 帯 等 生 活 支 援 事 業 費 89,527 32,410 21,318 35,799

2 1 17 4-19
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 学童クラブ等感染予防対策事業費 5,019 1,672 1,672 1,675

2 1 17 4-20
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 教 育 ・ 保 育 施 設 43,477 11,017 16,985 15,475

感 染 予 防 対 策 事 業 費
2 1 17 4-21
総 務 費 総 務 管 理 費 諸 費 すみれ保育園感染予防対策事業費 3,079 766 1,202 1,111

2 2 2 2
総 務 費 徴 税 費 賦 課 徴 収 費 徴 収 事 務 費 238 238

3 1 1 9
民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉 総 務 費 社 会 福 祉 事 業 推 進 基 金 積 立 金 5,711 5,711

3 1 3 3-1
民 生 費 社 会 福 祉 費 障 が い 福 祉 費 自 立 支 援 事 務 費 1,815 907 908

3 2 4 16
民 生 費 児 童 福 祉 費 子 育 て 支 援 推 進 費 子 育 て 基 金 積 立 金 49,631 49,631

過年度における市税等の還付

過年度国庫支出金及び道支出金の精算に伴う返還

過年度道支出金の精算に伴う返還

経 費 名

説　明　資　料
（一般会計）

款 項 目

幼稚園、認定こども園、私立保育園における新型コロナウイ
ルス感染予防対策事業の実施

補 正 額
補   正   額    の    財    源    内    訳

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

えにわ・花子さん愛情寄附積立 8,462件
ふるさと納税事業経費積立 15,956件
花のまちづくり関連事業費等積立

過年度生活保護費等負担金の精算に伴う返還

過年度国庫支出金及び道支出金の精算に伴う返還

公金収納キャッシュレス化に伴う機器の導入

原油価格・物価高騰に対応する高齢者世帯等への生活支
援金の支給

えにわ・花子さん愛情寄附積立 621件

税制改正に伴う地方税納付書への地方税統一QRコードの
追加

自立支援給付審査支払等システム改修の実施

クレジット納付システムの導入

学童クラブ等における新型コロナウイルス感染予防対策事業
の実施

えにわ・花子さん愛情寄附積立 5,121件

市立保育園における新型コロナウイルス感染予防対策事業
の実施
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4 2 1 6
衛 生 費 保 健 体 育 費 運 動 ス ポ ー ツ振 興費 ス ポ ー ツ 振 興 基 金 積 立 金 4,268 4,268

4 3 1 3-2
衛 生 費 清 掃 費 塵 芥 処 理 費 リ サ イ ク ル セ ン タ ー 運 営 管 理 費 10,582 10,582

6 1 3 4
農 林 水 産 業 費 農 林 費 農 業 振 興 費 農 業 振 興 対 策 事 業 費 16,741 16,741

6 1 3 7
農 林 水 産 業 費 農 林 費 農 業 振 興 費 農 業 振 興 基 金 積 立 金 9,414 9,414

6 1 5 8
農 林 水 産 業 費 農 林 費 土 地 改 良 費 国 営 造 成 施 設 （ 揚 水 機 場 ） 3,764 2,258 1,502 4

管 理 事 業 費
8 4 4 3
土 木 費 都 市 計 画 費 緑 化 事 業 費 全 国 都 市 緑 化 フ ェ ア 0

開 催 事 業 費
8 5 1 2
土 木 費 住 宅 費 住 宅 管 理 費 住 宅 長 寿 命 化 改 修 事 業 費 4,972 2,486 2,400 86

8 5 1 5
土 木 費 住 宅 費 住 宅 管 理 費 柏 陽 団 地 解 体 事 業 費 13,134 6,567 6,500 67

8 5 2 2
土 木 費 住 宅 費 住 宅 建 設 費 恵 央 団 地 民 間 活 力 建 設 事 業 費 4,353 4,353

10 1 1 8
教 育 費 教 育 総 務 費 教 育 委 員 会 費 高等学校等入学準備金基金積立金 2,303 2,303

10 2 1 2
教 育 費 小 学 校 費 学 校 管 理 費 学 校 図 書 館 費 980 490 490

10 3 1 2
教 育 費 中 学 校 費 学 校 管 理 費 学 校 図 書 館 費 100 50 50

10 3 3 2
教 育 費 中 学 校 費 学 校 整 備 費 恵 み 野 中 学 校 校 舎 △ 47,212 △ 15,805 △ 28,200 △ 3,207

屋 上 防 水 改 修 事 業 費
10 4 2 8
教 育 費 社 会 教 育 費 青少年女性等教育費 青 少 年 ・ 文 化 振 興 基 金 積 立 金 1,748 1,748

1,145,162 41,030 60,176 △ 19,300 337,103 726,153合　　　　　　　　　　　　計
一般財源の内訳
財政調整基金繰入金 54,060 繰越金 672,093

電気料金の高騰に伴う増額

えにわ・花子さん愛情寄附積立 308件

国の事業促進による農業振興対策事業の実施

雪害により破損したリサイクルセンターの修繕

事業者選定に向けた用地測量等の実施

国庫補助採択による事業の促進

子どもの読書活動を支える寄附制度による中学校図書の購
入　1件

子どもの読書活動を支える寄附制度による小学校図書の購
入　5件

えにわ・花子さん愛情寄附積立 193件

繰越明許費として執行することによる現年度予算の減額

国庫補助採択による事業の促進

えにわ・花子さん愛情寄附積立 265件

えにわ・花子さん愛情寄附積立 991件

えにわ・花子さん愛情寄附3件の受領に伴う財源内訳の変更
寄附金+650千円　基金繰入金△650千円
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議案第１０号 

 

令和４年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和４年度恵庭市介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８６，５９０千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ５，２０９，８１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款、項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第一表 歳入歳出予算補

正」による。 

 

令和４年９月１３日提出 

 

恵庭市長 原 田   裕 
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（千円）

国庫支出金 道支出金 地 方 債 その他 一般財源

4 1 1 １
基 金 積 立 金 基 金 積 立 金 費 介 護 給 付 費 準 備 基 金 積 立 金 53,731 53,731

5 1 2 １
諸 支 出 金 還 付 金 そ の 他 償 還 金 そ の 他 償 還 金 32,859 32,859

86,590 0 0 0 0 86,590

経 費 名

介護給付費準備基金積立介 護 給 付 費 準 備
基 金 積 立 金

説　明　資　料
（介護保険特別会計）

款 項 目 補 正 額
補   正   額    の    財    源    内    訳

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

令和３年度介護給付費負担金等の精算に伴う返還

合　　　　　　　　　　　　計
一般財源の内訳
繰越金 86,590
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